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サステナブル・ファイナンスをめぐる動向

(出所)Global Sustainable Investment Alliance 2020より作成

⚫ パリ協定実現に向けて、世界全体でCO2削減のための莫大な投資が必要。政府の直接支援だけでは不
十分であり、サステイナブル・ファイナンスの役割は重要。ESG投資への関心の高まりを背景に2020年には
投資総額が35.3兆ドルまで拡大。

⚫ ESGの中で、気候変動にかかるグリーンボンドの発行額も2,699億ドルまで拡大。ただし、グリーンボンドの発
行は、エネルギーや建設分野等が主流となっており、CO2多排出の「産業」分野での発行はわずか。

⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現に向け、様々な分野で気候変動対策を行うためのファイナンスは重要な
政策課題。
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10,292 億米ドル
2014～2020

（累積）

資金使途タイプ別のグリーンボンド発行額
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トランジション（移行）概念の重要性

脱炭素社会

2050現在 2030

Brown
Economy

トランジション
段階

カーボンニュートラル

日本企業

（２）非連続イノベーション技術

時系列

（１）トランジション技術

（例）
・内燃機関
・石炭火力 等

（例）
・100%電気自動車
・再エネ、原子力 等

全ての産業が
一足飛びには進まない
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⚫ EUでは、ファイナンスに係る「タクソノミー」（分類体系）を策定し、環境的に持続可能な経済活動（いわ
ゆる「グリーン」）を定義。事業会社に対し売上におけるグリーン比率の開示を、金融機関に対し自らの貸出
債権等の金融資産のグリーン比率の開示等を義務づけ。気候変動の緩和・適応に係る目的のものは
2022年1月1日から適用。

⚫ 一方で、全ての産業が一足飛びに脱炭素化できないのも現実。我が国は、脱炭素化に向けてのトランジショ
ン（移行）の概念を提案し、世界に先駆けて具体的な制度整備を進めている。



クライメート・トランジション・ファイナンスの重要性と政策の全体像

⚫ パリ協定実現のためには再エネを中心とする「グリーン」のみならず、省エネやエネルギー転
換など着実な低炭素化を実現する「移行（トランジション）」が重要。

⚫ トランジション市場は未だ黎明期であり、民間での資金供給に向けた環境整備が必要。

⚫ トランジションの概念形成、ファイナンス促進のために、2021年5月に基本指針を策定。ト
ランジションの適格性を判断するためのロードマップの策定とモデル事業を実施。

✓ トランジションへの資金供

給・調達を確立を目指し、国

際原則と整合的な国内向けの

指針を策定（経産省、金融庁、

環境省）。

（１）基本指針の策定

✓ トランジションの適格性を判断す

るための参考として、経済産業省

において有識者等による検討会を

設置し、ＣＯ２多排出産業向けの

分野別ロードマップを策定。

✓ 2050年カーボンニュートラルを前

提に、現時点で実用可能な最良技

術から将来技術まで、我が国の政

策、国際的な動向、パリ協定との

整合を踏まえ策定。

✓ 2021年度は鉄鋼、化学、電力、ガ

ス、石油、紙パルプ、セメントの7

分野を策定。

（２）ロードマップの策定

✓ トランジション・ファイ

ナンスの普及のため、好

事例の蓄積、発信を行う

ためモデル事業を実施。

✓ モデル選定案件はトラン

ジションの適格性を判断

する外部評価機関に要す

るコストの最大9割支援。

✓ 2021年度は12件のモデ

ル事例を選定、調達金額

（予定を含む）は約

３,000億円。

（３）モデル事業
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⚫ トランジション・ファイナンス基本指針を策定し、トランジション・ボンド/ローンとして資金供給するた
めに必要な手引きを証券会社、銀行、評価機関、事業会社等に示す。

トランジション・ファイナンス
環境整備検討会

クライメート・トランジション・ファイナンス
に関する基本指針

国際的に金融ツールとしてのトランジション・ファイ
ナンスに求められる４要素
①トランジション戦略とガバナンス
②マテリアリティ
③科学的根拠（目標と経路）
④実施の透明性

を整理し、開示と第三者レビューについて規定 トランジション・ボンド

トランジション・ローン

分野別ロードマップ

主な使用目的 主なユーザー

事業
会社

評価
機関

証券
会社

銀行等

海
運

鉄
鋼

化
学

電
力

ガ
ス

紙
・
パ
ル
プ

参照

2
0
2
0
年

度
2
0
2
1
年

度

投資家

石
油

エネルギー

航
空

運輸

セ
メ
ン
ト

素材産業

トランジション・ファイナンス基本指針とロードマップの位置づけ
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トランジション・ファイナンスに関するロードマップのポイント

素材
ガス電力鉄鋼 セメント

紙・パルプ 石油
エネルギー

運輸 船舶 航空

化学
38%28%

2%

＜ロードマップの対象分野＞＜日本の排出量内訳＞

※船舶（海運）、航空分野は国土交通省作成
※国際航空・国際海運からの排出は数値に含まれていない。

排出
割合

出所）総合エネルギー統計 および 国立環境研究所 インベントリより作成

１. ネットゼロの実現： 2050年カーボンニュートラルを前提とした政策と排出経路

２. 科学的根拠/パリ協定との整合： 科学者、専門家、金融機関等の代表による議論。IEA等の国際的なシナリオと整合

３. アップデート： 技術の進展等に応じたアップデートの実施

ＮＤＣ（2030年46％減）、長期戦略、グリーン成長戦略、エネルギー基本計画、グリーンイノベ基金における研究開発・
社会実装計画等、各種政策の裏付けにより実現性を担保。加えて、これらの政策は国際競争力の向上も意図している。

日本の排出量の7割弱をカバー１ 網羅性

2050年のカーボンニュートラル実現２ 野心性

ロードマップの実現を政策で担保３ 実行性

ロードマップは①網羅性、②野心性、③実効性により信頼性を担保

12%

11%

35%

1%

2%

電力

農林水産鉱建設業

鉄鋼

化学

2% 紙パ
セメント

4%

乗用車等

ガス

第3次産業

3%

石油

1%

船舶

航空

16%

鉄道 6%

5%

家庭

4%

その他

その他注記
• 総合エネルギー統計の帰属排出を参照。事業用電力の利用分は電力分野で計上。ガス・石油等の利用時排出は、各利用分野側で計上している。
• 化学分野の数値は、ロードマップのスコープと合わせ、石油・アンモニア・ソーダ製造業のうちアンモニア製造業を除いたものと、プラ・ゴム製品製造業の合

計としている。セメント分野の数値は、ロードマップのスコープと合わせ、セメント・板ガラス・石灰製造業のうちセメント業のみを含めている。（化学工業
および窯業・土石製品製造業のうち上記に含まれない部分と、鉄鋼・化学・紙パ・セメント以外の製造業は、その他に含まれる。）また、セメント分野
からの非エネルギー排出（プロセス排出）は総合エネルギー統計上含まれていないため、国立環境研究所インベントリを参照して加えている。

• 運輸分野（船舶・航空・乗用車等・鉄道）は旅客・貨物の合算。乗用車等には、乗用車、バス、二輪車、貨物自動車/トラックを含む。

（本年度策定予定）
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【参考】鉄鋼分野①｜技術ロードマップ

電炉 電炉における不純物除去・
大型化技術

省エネ・高効率化技術：高効率アーク炉／排熱回収 等
• 脱炭素電源（再エ

ネ・ゼロエミ火力

等）の活用。

• 不純物除去・大型

化により高炉置き換

えを可能とする。

直接還元

直接還元法（天然ガス）※1

部分水素直接還元

100%水素直接還元

• 天然ガスを一部利

用する直接還元炉

は、他分野とも連

携し、CCUSを有効

活用し、脱炭素を

実現。

• 低炭素化を目指し、

省エネ、高効率化を

徹底。

• 水素供給インフラの

構築を前提に外部

水素の活用でコーク

ス使用量を最低限

度まで削減。

• コークスの代替として

バイオマスも活用。

• 他分野とも連携し、

CCUSを有効活用し、

脱炭素を実現。

高炉 フェロコークス

水素還元製鉄

（外部水素活用）
水素還元製鉄（所内水素活用）

省エネ・高効率化技術：AI/IoTの活用／排熱・副生ガス回収／廃棄物の燃焼利用（プラ、タイヤ

等）/スクラップ活用/次世代コークス／効率性向上のためのコークス炉改修／高効率発電設備 等

+CCUS

+脱炭素

電源

連鋳・圧延 熱伝導効率の改善、省電力化

省エネ・高効率化技術：プロセスの集約・改善／排熱回収／バーナー改善、高効率設備導入 等

加熱の電化

+脱炭素

電源

2025 2030 2040 20502020
脱炭素化への方向性

（他分野との連携で更に推進）

※1 国内では諸条件（品質や生産規模、コスト等）が満たされておらず導入されていない
※2 IEAでは2030年に導入想定の記載があるが、本技術ロードマップでは水素供給インフラの構築を考慮した社会実装年を記載
※3 脱炭素に貢献する製品（エコプロダクツ）は、鉄鋼分野の低・脱炭素化を扱う本技術ロードマップの対象とはしていないが、トランジション・ファイナンスの対象にはなりうる。

CO2分離回収・利用

※２

「トランジション・ファイナンスに関する鉄鋼分野における技術ロードマップ」より抜粋



2020 2030 2040 2050

【参考】鉄鋼分野②｜科学的根拠/パリ協定との整合

参照先・作成根拠

各種政府施策

✓ 2050年カーボンニュートラルに伴う グリーン成長
戦略
（カーボンリサイクル・マテリアル産業）

✓ 「製鉄プロセスにおける水素活用」プロジェ クトに
関する研究開発・社会実装計画

✓ 革新的環境イノベーション戦略
✓ エネルギー基本計画
✓ 地球温暖化対策計画
✓ カーボンリサイクル技術ロードマップ

パリ協定と整合する、海外のシナリオ・
ロードマップ等

✓Clean Energy Technology Guide  
(IEA)
✓Energy Technology Perspective  
2020（IEA）
✓Industrial Transformation 2050  
(Material Economics)
✓Science Based Target initiative

CO2排出の削減イメージ※

C
O

2

排
出
原
単
位

・既存高炉の省エネ・高効率化
・フェロコークス 等 ・所内水素を活用した還元

（COURSE50）
・部分水素直接還元 等

・外部水素を活用した還元
（Super COURSE50）
・CCUS
・100%水素直接還元
・電炉大型化 等

１．2020~2030

２．2030~2040

３．2040~2050

⚫ 本技術ロードマップは、2050年カーボンニュートラルの実現を目的とした我が国の各政策やパリ協
定と整合している。

⚫ 我が国鉄鋼業の競争力を維持・強化しつつ、着実な低炭素化と革新技術の実現・導入により、
2050年カーボンニュートラルを実現していく。

※我が国鉄鋼業全体としての削減イメージであり、実際には鉄鋼各社は各々の長期的な戦略の下でカーボン
ニュートラルの実現を目指していくことになるため、各社に上記経路イメージとの一致を求めるものではない。

2020~2030
既に我が国鉄鋼業は世界最高水準のエネルギー効率を達成しているが、引き続き、高炉法の省エ
ネ等による着実な低炭素化を図っていく。また、需要が見込まれるエコプロダクツ等、競争力の源泉で
ある高級鋼を生産。その収益をもとに、将来的な脱炭素技術の研究開発・実証に取り組む。

2030~2040
更なる省エネ・高効率化に加え、COURSE50等の新技術を導入。
また、研究開発・実証を継続し、脱炭素に向けた革新技術の確立を目指す。

2040~2050
水素供給インフラやCCUS等が整備されることを前提に、水素還元製鉄等の革新技術の導入により、
2050年に向けたCO2の大幅な削減により、カーボンニュートラルを実現。

１

２

３
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「トランジション・ファイナンスに関する鉄鋼分野における技術ロード
マップ」より抜粋



【参考】トランジション・ファイナンス モデル事業採択事例一覧①

⚫ モデル事業では2022年３月時点、12件の事業をモデル事例として採択

＃ 資金調達者 手法 金額 年限 時期 ポイント

１ 日本郵船
トランジション・ボンド

（資金使途特定）

100億円 5年

2021年7月
✓ 船舶ポートフォリオで事業の脱炭素化への移行の道筋あり
✓ 資金使途は重油からLNG燃料船へのリプレイス、将来的には

ゼロエミッション船導入により、カーボンニュートラルに繋がる100億円 7年

２ 商船三井
トランジション・ローン

（資金使途特定）
ー 2021年９月

✓ 総合海運会社として最初に2050年CNを宣言する等、先進的に
野心度の高い目標及び戦略を構築

✓ 内航LNG船が対象であり、国内のCO2排出削減にも貢献

３ 川崎汽船
トランジション・リンク・

ローン
（資金使途不特定）

1,100億円 ー 2021年9月
✓ 目標の前倒し・見直し等、気候変動対応に戦略的に取組
✓ 特に、代替燃料技術や船上CO2回収技術等、新技術の開発、

投資にも積極的に取組むなど具体的な戦略あり

４
JFEホールディング
ス

トランジション・ボンド
（資金使途特定）

300億円 未定
2022年6月

（予定）

✓ 技術的に最大限の低炭素化を考慮し、鉄鋼ロードマップとも整
合した2050年CNに向けた戦略、目標を設定

✓ 資金使途には革新的技術開発も含まれ、戦略とも合致

５ 日本航空
トランジション・ボンド
（資金使途特定）

100億円 ５年 2022年3月
✓ 長期目標は野心的、中期目標は引上げも推奨されるが、国際

的なシナリオと遜色ない水準。国交省の工程表とも整合
✓ 資金使途の機材はSAFを活用でき、ロックイン懸念少ない100億円 10年

2022年4月
以降

６ 住友化学
トランジション・ローン
（資金使途特定）

180億円 ー
2022年3月以

降

✓ 戦略、目標は化学ロードマップに整合、SBTi取得
✓ 資金使途のLNG火力への転換は、水素等への将来的な転換を

視野に入れた設備であり、ロックイン懸念も少ない

※今後調達予定の事例は市況等に応じて、金額、年限、調達時期は変更の可能性あり。

金額非公開
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【参考】トランジション・ファイナンス モデル事業採択事例一覧②

＃ 資金調達者 手法 金額 年限 時期 ポイント

７ 東京ガス
トランジション・ボンド
（資金使途特定）

100億円 7年 2022年3月 ✓ 2050年Scope３を含めたネットゼロ化に加え、新たにScope３を
対象とした中期目標を設定

✓ 戦略、資金使途もガス分野のロードマップを網羅している100億円 10年 2022年3月

８ JERA
トランジション・ボンド
（資金使途特定）

約250億円 10年
2022年4月

以降

✓ 電力ロードマップ等、政策に合致した中長期目標、戦略あり

✓ トランジションに重要なアンモニア・水素の混焼に関する開発・
実証、非効率火力発電の撤去等を対象

9 大阪ガス
トランジション・ボンド
（資金使途特定）

約100億円 10年 2022年5月

✓ Scope３を含む中長期目標を設定しており、戦略、資金使途も
ガス分野はロードマップと合致

✓ 再エネ強化による総合エネルギー企業に向けたビジネスモデ
ル変革

10 IHI
トランジション・ボンド
（資金使途特定）

約150億円 10年
2022年4月以

降

✓ 重工業として、排出の99％以上を占めるScope3の削減に向け

た目標設定、エネルギー産業や製造業、輸送分野における脱
炭素化を実現可能とするための取組を目的としたトランジショ
ン債

✓ 電力、ガス、化学、海運、航空分野ロードマップとも整合

11 三菱重工業
トランジション・ボンド
（資金使途特定）

100～
200億円

５年 2022年5月

✓ 国内の主要産業の基幹インフラを供給する企業として、日本の
2050年CNを実現に貢献するための目標・戦略を策定

✓ 排出削減目標はScope３を含み、2040年CNに加え、2030年
50％削減と野心的

12 出光興産
トランジション・ボンド
（資金使途特定）

～200億円
7年～
10年

2022年
✓ 事業ポートフォリオの転換に向け、石油、化学分野等のロード

マップと合致した計画を構築し、関連する取組を資金使途とし
たトランジションボンド

※今後調達予定の事例は市況等に応じて、金額、年限、調達時期は変更の可能性あり。2022年3月時点での調達額は2,042憶円。
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具体事例を通じた投資家の反応（日本郵船株式会社（NYK））

（出所）三菱UFJモルガンスタンレー証券

対象事例：日本郵船株式会社（NYK）トランジション・ボンド

◼ 需要・販売状況

中央投資家＋地方投資家（n=100） 中央投資家のみ（n=16）

23%

66%

10%
1%

45%

44%

11%

トランジション債だから 水準 銘柄 その他

年限 5年

発行額 100億円

ローンチ日 2021年7月21日

償還日 2026年7月29日

表面利率 0.260%

第43回債 起債概要 販売額に対する需要額

948億円

100億円

全社合計販売状況 販売先の分布    
投資家分類 販売額 件数

億円

生保 17 7

損保 3 3

都銀等

信託銀 10 3

投信･投顧 27 9

系統上部 7 1

中央公的

中央 64 23

地銀 4 4

系統下部 25 25

地方公的

諸法人 7 7

地方 36 36

その他

合計 100 59

中央
64.0%

地方
36.0%

生保
17.0% 損保

3.0%

信託銀
10.0%

投信･投顧
27.0%

系統上部
7.0%

地銀
4.0%

系統下部
25.0%

諸法人
7.0%

年限 7年

発行額 100億円

ローンチ日 2021年7月21日

償還日 2028年7月28日

表面利率 0.380%

第44回債 起債概要 販売額に対する需要額

1,151億円

100億円

全社合計販売状況 販売先の分布    
投資家分類 販売額 件数

億円

生保 6 6

損保

都銀等

信託銀 3 3

投信･投顧 10 10

系統上部 1 1

中央公的 1 1

中央 21 21

地銀 3 3

系統下部 70 70

地方公的

諸法人 6 6

地方 79 79

その他

合計 100 100

中央
21.0%

地方
79.0%

生保
6.0%

信託銀
3.0%

投信･投顧
10.0%

系統上部
1.0%

中央公的
1.0%

地銀
3.0%

系統下部
70.0%

諸法人
6.0%

第43回債（100億円）
販売先の分布

第44回債（100億円）
販売先の分布

◼ トランジション債の購入した理由

◼ トランジション債のESG投資としての整理の有無

中央投資家のみ（n=15） 地方投資家のみ（n=84）

87%

13%

ESG債と整理していないESG債として整理している

61%

39%

そもそもESG債

に投資するとい
う方針ではない
（系統下部）

✓ トランジション・ボンドであることは、中央投資家の投資検討を後押ししている
✓ 中央投資家の大宗はトランジション・ボンドへの投資をESG投資として整理している

ものの、地方投資家ではそもそもESG投資自体を整理していない等の理由で「トラ
ンジション・ボンド=ESG」とする投資家は6割に留まった

45%

44%

11%他人勘定でESG

債として購入す
ることは、商慣
行から非常に
レアだと思う
（投信投資顧
問）

国内公募初のト
ランジションボン
ドで資金使途も
限定されており
わかりやすかっ
た（投信投資顧
問）



トランジション・ファイナンスのアジア展開

トランジション・ファイナンス

⚫ 2021年に採択されたEUタクソノミーをはじめ、各国・地域でタクソノミー策定の動きが加速している。

⚫ 他方、日本政府は、各国の事情を踏まえた現実的かつ多様なエネルギートランジションを支援すべ
く、トランジション・ファイナンスの考え方を提示・普及させていく。

EUタクソノミー

カナダ タクソノミー
（検討中）

ASEAN タクソノミー（策定中）

マレーシア タクソノミー

シンガポール タクソノミー（策定中）
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⚫ 我が国は、アジア各国の事業に即した、現実的で持続可能な脱炭素化・エネルギー転換のた
めの取組を支援することをコミットメント。

⚫ トランジション実現に向けた具体的な支援策として「アジア・エネルギー・トランジション・イニシア
ティブ」を2021年5月に表明。エネルギートランジションのロードマップ策定支援や日本の指針も
参照したアジア版トランジションファイナンスの考え方の提示・普及が含まれている。

アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）

１．エネルギートランジションのロードマップ策定支援

２．アジア版トランジションファイナンスの考え方の提示・普及

３．再エネ・省エネ、LNG、CCUS等のプロジェクトへの100億ドルファイナンス

支援

４．グリーンイノベーション基金の成果を活用した技術開発・実証支援

➢ （分野例）洋上風力発電、燃料アンモニア、水素等

５．脱炭素技術に関する人材育成・知見共有・ルール策定

➢ アジア諸国の1,000人を対象とした脱炭素技術に関する人材育成

➢ エネルギートランジションに関するワークショップやセミナーの開催

➢ 「アジアCCUSネットワーク」による知見共有や事業環境整備

• 日本は、アジア各国の事情に即した、

現実的で持続可能な脱炭素化・エネ

ルギー転換のための取組を支援します。

• イノベーションを通じて「経済と環境の好

循環」を加速し、パリ協定が目指す脱

炭素社会の実現のため、アセアン諸国

と協力していきたいと思います。

<アジアへのコミットメント>
日ASEAN首脳会議（2020年11月）

【参考】アジア・エネルギー・トランジション・イニシアティブ（AETI）



金融全体像（クリーンネルギー戦略における位置づけ）

SDGs・
パリ協定の実現

目的

2050年
カーボンニュートラル

気候変動ファイナンスの主要分野

⚫ 企業のGX投資の促進に向けて、グリーン、トランジション、イノベーションの3分野における金融機能
の強化と、情報開示の充実や市場の信頼性向上等による基盤の整備を図る。

⚫ 特に、グリーンは発行支援体制の充実、トランジションは分野別ロードマップの拡充やこれを活用した
エンゲージメントのためのガイダンス策定、イノベーションは官民金でのリスクシェアも含めた新たな協力
体制の構築などを行う。加えて、企業の情報開示の充実、ESG評価機関の信頼性向上やデータ流通
のための基盤整備等を行う。

トランジション

ロードマップの拡充、エンゲージメント
ためのガイダンス策定、排出経路の

定量化等

グリーン

拡大するグリーンファイナンス市
場の更なる整備

イノベーション

社会実装に向けた、グリーンイノ
ベーション基金と連携した官民金

の協力体制構築等

開示

有価証券報告書の開示充実の検討と、
TCFD開示および排出削減に向けた戦略策

定の支援やデータ整備等

ファイナンス

分野

基盤

市場の信頼性向上

ESG評価機関向けの行動規範の策
定とESG関連投資信託を取り扱う
資産運用会社への期待の公表

市場環境の整備

金融機関向けのガイダンス、排出量データの効率
的な算定・共有のためのプラットフォーム整備、GX

投資を行う企業の評価指標の開発等
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トランジション・ファイナンスに関する今後の取組の基本的な方向性

⚫ これまで策定した7分野に加えて、ロードマップ対象分野を新たに拡充（候補：自動車等）。

⚫ 多排出産業へのファイナンス円滑化のため、トランジション・ロードマップを活用した、投資家・金融機関向けのエン
ゲージメントのガイダンスを策定

⚫ 投資家・金融機関のネットゼロに向けた目標設定やエンゲージメントに活用するため、トランジション・ロードマップ
の排出経路を定量化した計量モデルの策定を検討

⚫ 多排出製造業であって、個社では投資余力が十分でない企業について、排出削減を目的とした、自家発電の
エネルギー転換や生産設備の共同運営や効率化等を支援するための投融資の枠組みの検討

企業 金融機関

◆ 分野別ロードマップを活用した企業と金融機関の対話

◆ 金融機関のエンゲージメントによる貢献の見える化

エンゲージメント

研究機関

移行計画策定やシ

ナリオ分析で参照

企業・金融機関

計量モデルに政策ベース
シナリオを追加

投資余力が十分でないが、

エネルギー転換等を実施し

たい企業群

金融機関やファンド
複数企業で共同して

トランジションを進める

新たな投融資の枠組み
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✓ 適切な時間軸の中で、進捗をフォロー
アップし、国際的動向も踏まえながら段
階的に見直し、将来的に排出削減と投
資の促進をより強力に促す仕組みへと
発展させる

✓ 国ごとの炭素集約度の違い等に関する環
境整備の国際的な議論を、わが国が積
極的に牽引

✓ 既存技術が獲得してきた国内外の需要か
ら、更に一歩踏み込んだグローバル市場の
獲得に向けて、わが国同様化石燃料から
の段階的なトランジションが必要となるアジ
ア諸外国とともに、脱炭素と成長を実現す
るための協力体制を強化

GXを実現するための社会システム・インフラの整備に向けた取組の全体像

✓ 以下を両輪で、デジタル化に
向けた環境整備を推進

① デジタルを実装した社会構
造の構築

② デジタル化を加速するための
研究開発

✓ 未だ技術開発が進んでいない
新領域での研究開発を進める

✓ スタートアップの活用による社会
実装の担い手の多様化、初期
需要創出枠組みの主導、国際
ルール形成支援等に取り組む

✓ 優れたシーズ創出のためのアカ
デミアのエコシステムを形成

✓ 初等中等教育から高等教育ま
でのエネルギー・環境分野に関
する教育の場の提供やリカレン
ト教育の充実といった取組を
シームレスに進めていく

✓ 若手研究者と企業との共同研
究の支援や、企業における処
遇の適正化に取り組む

✓ 先行的取組の深化・加速化、
地域主導の脱炭素移行、地
域脱炭素を推進する人的資本
投資等に取り組む

✓ 消費者の選好を通じ、脱炭素
に資する高付加価値な製品・
サービスの需要が高め、脱炭素
化と経済成長の好循環を実現

共通基盤

国内市場

GXリーグ

海外市場

グローバル戦略
（アジア・ゼロエミ共同体構想等）

予算措置
✓ 民間部門が予見性を持って投資を判断できる仕

組みを構築
✓ 先行投資の積極性、事業の収益性、事業の環

境負荷などを新たなKPIとして設定

規制・制度的措置
✓ 規制的措置により、新たな市場創造や民間投

資を後押し
✓ 新たなエネルギーを社会実装するため、事業その

ものの収益性を向上させる
✓ 投資回収期間が長期にわたるプロジェクトなどの

投資回収の予見可能性を高める

金融パッケージ
✓ トランジション、イノベーション、グリーンの3分野に

おける金融機能の強化と、情報開示の充実や市
場の信頼性向上等による基盤の整備

×脱炭素
経済の

成長・発展

実
現
に
向
け
た
社
会
シ
ス
テ
ム
・
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

G
X

の
実
現

投資
誘導

デジタル化に向けた環境整備
イノベーションの創出・社会実装 研究者育成、初等中等教育及

び雇用人材関係

地域・くらしの脱炭素、資源循
環等の取組

16


